
 平成２０年第４回市議会定例会が開催されるにあたり、市政に対する所

信の一端を申し述べますとともに、市政の諸課題をはじめ提案いたしまし

た議案について、その概要を御説明申し上げます。 

 最初に、去る９月２４日、麻生内閣が発足いたしましたが、我が国は、

年金や医療、食の安全、金融危機など喫緊に解決しなければならない重要

な政策課題を数多く抱えております。 

 特に、米国発の世界的金融危機の影響による景気の悪化は、地方経済に

も大きな陰りをもたらしており、経済の安定に向けた取組を急がねばなり

ません。麻生総理におかれましては、一刻も早く、景気や雇用、生活など

に対する諸課題の解決に最優先に取り組んでいただき、国民の不安が払拭

されるよう期待するものであります。 

総理は、１０月３０日に金融市場の安定化策や２兆円規模の定額給付金

支給などを盛り込んだ新たな総合経済対策を発表し、その裏付けとなる第

２次補正予算案と関連法案の提出に向けた調整が進められております。 

 本市におきましても、定額給付金支給のためのプロジェクトチームの設

置等について既に検討を始めておりますが、支給方法等制度の根幹につい

ては、決して地方が混乱することがないよう、国会の場でしっかりと議論
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していただきたいと存じます。 

 さて、今年も残すところ１箇月となりました。 

この１年を振り返りますと、８年ぶりに台風の日本列島上陸が一つもな

くゼロの見込みとなる一方で、この夏各地において、これまで経験したこ

ともない集中豪雨や突風、落雷などにより、多くの方々が被害に遭われて

おり、地球温暖化の進行が、こういった異常気象の発生頻度を高めている

と思われます。 

 本市におきましても、去る７月２７日、突風により、イベント開催中の

大型テントが吹き飛ばされて、お一人の尊い生命が奪われ、９名の方々が

負傷するという不幸な出来事が発生いたしました。誠に遺憾に存ずる次第

であり、改めて安全最優先の取組を徹底しているところであります。 

 先月２６日には、突然変化する気象現象による災害発生の未然防止を目

的に、国の研究者を招き講演会を実施いたしました。御参加いただいた約

１５０名の市民各位におかれましては、異常気象の発生メカニズムについ

て認識を深められたものと存じております。 

 今後とも、防災訓練等を通して機会あるごとに災害に対する市民の意識

向上を図り、防災力を高めてまいる所存であります。 
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 ところで、福井厚生年金健康福祉センターサンピア敦賀につきましては、

去る１０月７日、地元企業である（株）エー・アンド・ジーが落札し、    

１１月１日からニューサンピア敦賀として新たにオープンしたところであ

ります。 

 市民をはじめ多くの方々が存続を願っておりましたスケートリンクも同

日オープンいたしておりますので、これからの本格シーズンに向け一層の

利用がなされるものと期待しております。 

 本市では、予てから申し上げているとおり、アイススケート場の運営と

業務継続を条件に支援を行いたいと考えており、現在、具体的な支援策に

ついて事業者と協議を行っておりますので、議員各位の御理解を賜りたく

お願い申し上げます。 

次に、当面する市政の重要課題について申し上げます。 

 まず、原子力行政について申し上げます。 

もんじゅでは、現在、３度目となる国の特別な保安検査が行われており

ます。これまでの検査において、技術的安全性だけでなく安全意識や組織

風土まで踏み込んだ様々な指摘がなされており、先般、原子力機構から、

もんじゅの組織を抜本的に強化しプラント運営に万全を期す旨、報告を受
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けたところであります。 

１０月に終了予定であったプラント確認試験が遅れておりますが、もん

じゅは、何にもまして安全でなければなりません。また、将来にわたるエ

ネルギーの安定確保に不可欠な国家基幹技術として世界から大きく期待さ

れる施設であるからこそ、決して工程に捕らわれることなく、安全を一つ

ひとつ慎重に確認しながら、確実に進められなければなりません。 

原子力機構は、内包する課題をしっかりと受け止め、安全第一に地域住

民から、もんじゅは大丈夫と、信頼と安心が得られるよう断固たる決意と

自覚を持って取り組む事を強く望む次第であります。 

次に、エネルギー研究開発拠点化計画について申し上げます。 

先月８日、若狭湾エネルギー研究センターにおいて、拠点化推進会議が

開催され、各関係機関の施策が盛り込まれた平成２１年度推進方針が決定

されたところであります。 

 その中で、まず、広域連携大学構想でありますが、来年４月に、構想の

核となる福井大学附属国際原子力工学研究所（仮称）を福井大学文京キャ

ンパス内に設置することが決定され、今後、世界のトップレベルの教育機

関を目指し、カリキュラムなどの設計や学生定員等について、実質的な協
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議を積み重ねることとなっております。 

敦賀キャンパス開設については、平成２３年度を目標に推進していくこ

とが示されました。本市といたしましては、その受け皿づくりとして、必

要な用地等の基盤整備に積極的に協力してまいりたいと考えております。 

 また、原子力安全研修施設の整備では、国内外の技術者や学生を受け入

れる原子力分野の人材育成の拠点となるよう、世界最新鋭のプラントシュ

ミレーターを導入した高度な研修を本市で行うとしており、平成２４年度

の施設開設に向け、研修設備や研修内容等が具体化されることになります。 

 さらに、レーザー技術利用の推進につきましては、県内企業や大学等と

の共同研究を行うため、来年９月までに、原子力機構敦賀本部の既存施設

内にレーザー共同研究所を開設することとしております。 

 一方、高速増殖炉もんじゅを活用した新たな施策として、白木地区に、

プラント運用技術の研究開発を目的としたＦＢＲプラント技術研究センタ

ー（仮称）を来年４月に創設し、研究体制の強化を図るとともに、平成   

２４年度には、プラントの実際の環境を模擬できるプラント実環境研究施

設を、平成２７年度には、日仏米の共同研究による新型燃料研究開発施設

を開設する計画であります。 
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また、敦賀市街地においても、平成２４年度を目途にプラント技術産学

共同開発センター（仮称）を開設し、広域連携大学や県内企業が一体とな

って、地域産業の発展につながる研究開発を推進していくことが明らかに

なりました。 

私は、教育・研究機関が集積し、世界の学生、研究者が集い、定住する、

世界に開かれた原子力・エネルギー学研都市・敦賀の実現に向け、これら

の施策が一日も早く目に見える形で具体的に提示されるよう、引き続き関

係機関等へ強力に要請してまいる所存であります。 

 交通網の整備について申し上げます。 

 北陸新幹線につきましては、来年度予算の概算要求の中で、未着工区間

については安定的な財源見通しの確保に努め、それができ次第、着工につ

いての追加要求をすると明記されました。 

 去る１０月１７日には、長野県で開催された北陸新幹線関係都市連絡協

議会に出席し、長野、白山総合車両基地間と福井駅の早期完成や敦賀まで

の一括認可、大阪までの整備方針の明確化などを関係者とともに決議して

まいりました。 

また、先月１２日、与党ＰＴの会合が開催され、未着工区間について、
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来年度予算が決定するときには、一定の方針、展望が開かれるよう努力す

るとし、平成１６年の申し合わせについても、工期の延長等必要な部分は

見直すこととなったところであります。 

このため、１１月１３日には、金沢市や長野市などの都市連絡協議会加

盟市で、１１月２７日には、県内４沿線市で、国土交通省や財務省、自民

党本部等へ年末の予算編成までに北陸新幹線の敦賀までの一括認可が盛り

込まれるよう要請してまいりました。 

さらに、翌２８日には、関係国会議員や政府関係者、関西、北陸経済連

合会の方々等の臨席のもと、東京で開催された福井県北陸新幹線整備実現

決起大会において、私が県内沿線市を代表して、敦賀までの整備方針が明

確にされるよう要請してきたところであります。 

 今後とも、引き続き県や沿線自治体と連携を図りながら関係機関に要望

してまいります。 

次に、道路網の整備についてでありますが、地方ではまだまだ道路整備

が必要なため、私は、道路特定財源の平成２１年度からの一般財源化に際

し、地方の意見を良く聞き、実情を十分把握して、真に必要な道路整備の

ための財源を安定的に確保するよう、国等関係機関に対し強く要望してい
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るところであります。 

このような中、本市におきましては、先月１５日に国道８号敦賀バイパ

ス１９工区（坂下～小河口）の開通式が行われ、念願であった田結から小

河口までの全区間がようやく供用できることになりました。御尽力いただ

きました関係各位に深く感謝申し上げる次第であります。 

１９工区の開通により、今後は、市街地での交通渋滞の緩和や沿道の環

境が改善されるとともに、冬期における交通の確保等にも大いに貢献する

ものと期待しております。 

 また、課題となっております白銀交差点から気比神宮までの国道８号道

路空間の利用策につきましては、中心市街地活性化基本計画との整合性を

図りながらその活用について、みちづくりワークショップで検討を重ねて

おります。先月２８日と２９日には、１９工区の供用開始後の状況を踏ま

え、神宮前交差点の空間活用や駐車場利用等の実証実験を実施したところ

であり、今後、これらの調査結果をもとに、本年度中には一定の結論を出

したいと考えております。 

 次に、樫曲地区民間廃棄物最終処分場について申し上げます。 

抜本対策工事につきましては、木の芽川沿いの作業用仮設構台延長工事

 8  



や斜面への保護シート張りが進められているところであり、現在、事業費

ベースで約１０％の進捗率となっております。 

 また、この工事に係る排出団体の費用負担につきましては、理解が得ら

れるよう全力で取り組んでおりますが、なかなか調整が進まないため、環

境省に対し、全面的な支援をお願いしているところであり、本市議会から

も積極的な指導を行うよう要請をしていただきました。 

 先般、環境省から排出市町村の関係府県に対して、費用負担の協力状況

や、応じられないとする場合はその理由を明らかにするとともに、府県と

しての対応方針をまとめ報告するよう指示がなされたところであり、今月

５日には、その調査結果を踏まえた連絡会議の開催が予定されております。 

予てからお願いしてきたことが実現する運びとなり、大変力強く感じて

いるところでありますが、今後とも、費用負担については、排出団体に十

分理解が得られるよう、環境省の指導をいただきながら全力を傾注してま

いります。 

 ところで、環境への取組として、県内でもレジ袋の削減運動が広がって

おります。本市では、これまでからマイバッグ持参運動の推進を図ってき

たところであり、去る１０月３１日には、市民団体や事業者と市で組織す
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るレジ袋削減推進協議会を発足し、来年３月２日からの有料化実施に向け

取り組んでいるところであります。 

エコ社会を実現していくためには、一人ひとりのライフスタイルを見直

し、改めていただくことが重要であると考えておりますので、市民の皆様

方の御協力を是非お願い申し上げます。 

産業の振興について申し上げます。 

 国は、原材料価格の高騰などにより資金繰りに苦しむ中小企業の方々へ

の支援策として、新たな緊急保証制度を１０月３１日からスタートさせて

おります。本市におきましても、信用保証料の補給制度や利子補給制度を

整備し、市内の金融機関、商工会議所と連携を図りながら、支援に努めて

いるところであります。 

また、産業団地への企業誘致につきましては、設備投資や個人消費など

の先行き不透明感が漂う中、極めて厳しい状況ではありますが、私が先頭

に立ち、全力を傾注して誘致に取り組んでまいります。 

 次に、貿易の振興についてであります。 

 敦賀港のコンテナ取扱量につきましては、今年度から東洋紡績（株）敦

賀事業所が本港の利用を本格化させ貨物量が増加したことなどにより、 
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１０月末現在で昨年を上回る取扱量となっております。 

大口荷主の地元企業が、積極的に本港を利用していただけることとなり、

心から感謝申し上げるとともに、今後、韓国船社に対しては、コンテナ貨

物量の増加に応じた船舶の増便や大型化を働き掛けてまいります。 

また、現在、敦賀港の優位性を発揮できる航路として、極東ロシアや中

国東北部と敦賀港を最短距離で結ぶ日本海横断航路開設の実現に向け、全

力を傾注しているところであり、去る１０月２７日から３１日まで、極東

ロシアにおける物流事情およびウラジオストク港などの港湾施設の状況な

どについて調査を実施いたしました。 

その結果、極東ロシアでは、日本製品の購買意欲が高いことや物流に関

する様々な制約を改善しなければならないことのほか、ロシアでの信頼で

きるパートナーの確保や粘り強い交渉が必要であることなどを知見した

ところであります。 

 さらに、１１月９日から１６日にかけても、トロイツァ港の港湾施設の

整備状況や中国東北部吉林省への物流事情をはじめ、琿春や延吉、長春に

進出している日系企業のヒアリング調査を実施いたしました。 

この結果、日本への輸出入は大連港を経由しており、経済的で迅速な新
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たな物流ルートの開設が求められていることや、長春から琿春に至る高速

道路が再来年までに完成する予定である等インフラ整備が急速に進められ

ていることが確認されたほか、琿春市や延辺州政府なども訪問し、日本海

横断航路開設に向けた協力関係を深めることができました。 

今後、これらの調査結果を踏まえ、航路開設に係る課題を解決し、本格

就航に結びつけてまいりたいと考えております。 

このような中で、先般、ＪＲ貨物から、来年３月のダイヤ改正で敦賀港

線運行停止の方針をお聞きし、鞠山地区多目的国際ターミナルの本格運用

を２年後に控え、大変残念に思っている次第であります。 

敦賀港線は、本港の活性化にとって将来的にも重要な施設でありますの

で、貨物の確保を図ることで、ＪＲ貨物に対し、強く再考を求めてまいり

たいと考えております。 

人道の港敦賀の事業について申し上げます。 

先般、私は、杉原千畝氏が発給した「命のビザ」を手にして敦賀に上

陸されたアメリカ在住のユダヤ人の方々と面談し、当時のことについて

対談をしてまいりました。 

 特に、ボストン近郊のブルックラインにあるアモサローレンス学校で
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は、ユダヤ人難民のマンスキー氏が、当時の状況などについて講義され

ているのを私も拝聴して大変感銘を受けたほか、ブルックライン町議会

では、敦賀市民に対し町民からの感謝の意味を込めた名誉議決を賜るな

ど盛大な歓迎を受け、誠に光栄に存ずる次第でありました。 

 今回の訪問結果につきましては、映像や文献資料として整理保存し、人

道の港敦賀ムゼウムで公開していくとともに、学校の教材や市民を対象

とした学習講座等にも活用してまいりたいと考えております。 

次に、敦賀駅西地区土地区画整備事業についてでありますが、現在、

仮換地の指定を終え、各地権者との移転交渉を進めております。 

今後は、エネルギー研究開発拠点化計画の動向をも見極めながら、駅周

辺整備構想にもとづく賑わい・交流拠点の形成を目指し、区域内の基盤整

備に着手してまいります。 

また、敦賀駅舎の改築につきましては、北陸新幹線の動向が不透明な中

で、ＪＲ西日本からも全面改築の同意が得られないため、１１月２５日に

開催された駅周辺整備構想策定委員会において、ＪＲが行うバリアフリー

化に併せて現駅の部分改修を行うことが決定されました。 

今後、議会と協議しながら市民ニーズ、費用対効果等を十分勘案して、
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整備内容の具体化に向け全力で取り組んでまいります。 

ところで、中心市街地活性化基本計画につきましては、現在、経済産業

省の支援を受け、活性化に対する診断・助言事業に取り組み、活性化協議

会と意見を交わしながら計画の全体像の確認と各事業内容や役割分担など

について整理、検討を行っております。 

 来年１月には、市民やまちづくり関係者の幅広い参画を得て、この事業

の結果報告会を行うとともに、引き続き関係省庁との協議を進めながら、

鋭意取り組んでまいります。 

次に、後期高齢者医療制度（長寿医療制度）について申し上げます。 

 今年度から、これまでの老人保健制度に代わり、７５歳以上の高齢者を

対象に新たな制度として創設されましたが、国は国民から制度運営におけ

る多くの指摘を受け、保険料軽減要件の拡大等の見直しが実施されたとこ

ろであります。 

 本市におきましても、要件拡大により約５割の方々が保険料の減額対象

となり、支払い方法や額の変更に係る再三の通知等で、大変ご迷惑をお掛

けした次第であります。 

 国では、法律の規定に基づく５年後の見直しを待つことなく、前倒しで
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制度改正の議論をするとしておりますが、安定的な運営を継続していくた

めには、国民の理解と信頼が不可欠であることは言うまでもありません。 

 今後の改正においては、国民の意見を参酌し、十分な準備期間と周知徹

底に努めていただきたいと存じます。 

次に、柴田氏庭園についてでありますが、これまでから庭園の管理運営

方法などについて所有者と交渉を進めてまいりましたが、ようやく所有者

全員の承諾が得られ、先月１１日、庭園全体の土地及び建物等を本市に寄

附していただいたところであります。 

 御寄附くださいました皆様の御意志をはじめ、これまで御尽力賜りまし

た関係各位に対し、改めて深く感謝申し上げます。 

 本庭園は、昨年７月に全体が国の名勝に指定されましたが、建物につい

ては荒廃が進んでおり、危険なものについては既に解体や補修を行うとと

もに、来年度から庭園保全整備委員会や文化庁の指導のもと計画的に建物

の復元等に取りかかりたいと考えております。 

 今後とも、本市の貴重な文化遺産として周辺環境も含めて一体的な保護

を行い、教育や観光などの貴重な資源として活用を図ってまいります。 

市立敦賀病院について申し上げます。 
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  多くの自治体病院で、医師不足等による地域医療の崩壊や経営の悪化が

伝えられている中、当院では、地域の急性期医療を担う中核病院としてそ

の使命と責務を果たすべく、医療供給体制の確保と経営の健全化に努めて

いるところであります。 

 今年度は、関係各位の御支援により医師の増員も図られ、当院の上半期

の状況は、入院・外来患者数、診療収入ともに前年を上回っております。 

 今後とも、信頼され温もりのある医療がより安定的に継続して提供でき

るよう、今月末にも策定する中期経営計画に基づき、健全な病院運営に努

めるとともに、医師確保にも全力で取り組んでまいりますので、市民の皆

様をはじめ、議員各位の御支援、御協力をお願い申し上げます。 

ところで、敦賀きらめき温泉リラ・ポートの指定管理者制度導入につき

ましては、先の議会で来年４月まで延期することをお認めいただいたとこ

ろであります。去る９月３０日には、新たに設置した指定管理者候補者選

定委員会において、応募のあった２社を諮問し、先月７日、選定委員会か

ら答申をいただきました。 

 本市におきましても、この答申を尊重しつつ慎重に検討を重ねた結果、

南洋ビルサービス（株）と（株）レンティック中部の管理運営共同企業体
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を候補者として、今回指定管理者指定の議案を提出した次第であります。 

議員各位の御理解を賜りたくお願い申し上げます。 

今年もいよいよ本格的な降雪期を迎えます。先月２０日には、敦賀で３

２年ぶりの１１月の積雪を記録し、早くも冬将軍到来を感じさせる様相と

なってまいりましたが、除雪につきましては、国、県など関係機関と連携

し、市民の日常生活に支障が出ないよう万全を期してまいります。 

 市民の皆様におかれましては、通勤通学路等の円滑な通行確保に是非と

も御協力いただき、除雪や交通の障害となる路上駐車の自粛をはじめ、御

自宅前や歩道などの除雪は、皆様方のお力添えをいただきたくお願いする

次第であります。 

さて、今回提出いたしました補正予算案につきましては、人事異動等に

よる人件費の調整を中心に、早急に対応が必要なものについて補正を行う

ものであります。 

その結果、補正予算の規模は、 

  一般会計      １億４，８４０万６千円 

  特別会計      ２億５，８５４万９千円 

企業会計      １億５，３８７万２千円 
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合  計      ５億６，０８２万７千円 となり、 

 補正後の予算総額は、 

  一般会計    ２４７億１，１９５万９千円 

  特別会計    １９０億４，５４７万円 

  企業会計     ８４億４，６０３万９千円 

合  計    ５２２億  ３４６万８千円 となりました。 

なお、これらに伴う歳入は、国庫支出金、繰越金等確実に見込まれるも

のを計上し、収支の均衡を図ったところであります。 

また、予算案以外の案件及びその他の議案につきましては、それぞれ記

載の理由により提案した次第であります。 

次に、本市に寄せられました寄附金品につきましては、別紙お手元に配

布申し上げたとおりです。その御厚志に対し各位とともに、市民を代表し

て厚く御礼を申し上げます。 

以上のとおり、諸議案の上程に当たり所信の一端と市政の諸課題につい

て御説明申し上げましたが、議案等の細部につきましては、御質問に応じ、

私又は副市長、関係部局長よりお答えを申し上げますので、何卒慎重に御

審議をいただき、妥当なる御決議を賜りますようお願い申し上げます。 
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